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1. 研究の背景と目的 
 日本の橋梁数は約 70 万橋存在する．このうち，建設後
50 年を越えた橋梁(2m 以上)の割合は，現在は 18%である
が，10 年後は 43%，20 年後には 67%に増加し，高度経済
成長期に建設された橋梁は急激に老朽化し始める 1)．その
ため，近年では構造物にセンサを設置し，構造物の振動や
変位を計測し健全度評価を行う構造ヘルスモニタリング
への関心が高まっている． 
 振動波形を利用した構造ヘルスモニタリングは，構造物
の振動特性の変化から損傷の有無，位置，程度を把握する．
しかし，構造物の固有振動特性は，健全であっても振動振
幅や環境温度の影響で変動すると考えられる 2)． 
 本研究の目的はプレストレストコンクリート供試体を
用いて構造物の固有振動特性がどのような条件で変動す
るのかを検討したものであり，構造ヘルスモニタリングの
実用化に向けて，供用下における構造物の振動特性変化に
ついて基礎的な知見を整理しようとするものである． 
 
2. 実験概要 
 本研究で使用する供試体の寸法は，図-1 のような高さ
200mm，長さ 3000mm，幅 200mm の H 型 PC パイルであ
る 3)．この PC 供試体を大学構内の屋外に設置した． 
 供試体の支持条件は単純支持とする．単純支持の作成方
法は，図-1 に示すように，コンクリート製のプレート上に，
直径 100mm，長さ 200mm の円柱を置き，支間長を 2800mm
として実験供試体を載せる．単純梁のヒンジ支点は，コン
クリート製のプレートと円柱の間に砕石を挟み円柱を固
定した． 
 サーボ型加速度センサ(ASQ-D-1)3 基を供試体の上面に，
熱電対型温度センサ(NI USB-TC01 K タイプ)2 基を供試体
表面と供試体内部に設置した．センサ設置位置を図-2 に示
す．温度センサは，図-3 のように支点の外側に設置した．
供試体の表面温度と内部温度は同じ時刻に測定する． 
 加振方法はハンマーで打撃する．PC 梁の 1 次モードを
励起するために測点 2 付近を打撃して，供試体の鉛直方向
の加速度を測定し，1 次固有振動数を算出する．サンプリ
ング周波数は 1000Hz，測定時間は約 4 秒とする． 
 測定は外気温の変化に応じて不規則に行い，2016 年 9
月 12 日から 12 月 4 日まで 34 サンプルを取得した．ただ
し，表面温度用の熱電対は 10 月 26 日に追加で設置した． 
 
3. 実験結果および考察 
3.1 データ処理方法と供試体の温度特性 
 測定結果の一例として，2016 年 12 月 4 日に測定した際
の測点 2 の時刻歴波形とパワースペクトルを図-4，図-5 に
示す．この時の供試体表面温度は 11.5℃，内部温度は 9.8℃
であった． 
 データ処理方法はピークピッキング法を用いた．各測点
のパワースペクトルのピーク値を平均して，そのサンプル
の 1 次固有振動数とした．さらに時刻歴波形にこの振動数
を含むバンドパスフィルタを適用し，振幅の極大値につい
て，各測点の振幅比をモード形状とした．図-4 の波形から

求めたモード形状を図-6 に示す．減衰定数はパワースペク
トルにハーフパワー法を適用して，各測点の平均値をその
サンプルの減衰定数とする． 
 供試体表面温度と内部温度の関係を図-7 に示す．相関係
数は 0.99 であり，供試体表面温度と内部温度の間には非
常に高い相関性がある．したがって供試体の温度は内部温
度で代表させることとし，次項では内部温度について固有
振動特性との影響を考察する． 

図-1 供試体全景 

図-2 センサ配置 

表面温度測定 内部温度測定 

図-3 温度測定位置 
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3.2 供試体温度や振動振幅が固有振動特     
性に与える影響 

 供試体内部温度と 1 次固有振動数の関係
を図-8 に示す．相関係数は-0.74 であり，や
やばらつきがあるものの，温度が下がると
固有振動数が上がる傾向が明確に確認でき
る．既往の研究 4)では，温度変化がコンク
リートの動弾性係数に影響を与えることが
知られており，本実験における固有振動数
の温度依存性もコンクリートの動弾性係数
の変化が主な要因であると推測できる． 
 図-9 に供試体内部温度と１次モードの減
衰定数の関係を示す．2 サンプルの例外を除
いて減衰定数は 0.1 程度である．一般的な橋
梁の減衰定数と比較すると高い値であるが，
図-4 のように供試体が小規模で剛性が高く
十分に振動しておらず，減衰定数が高くな
ったものと考えられる．相関係数は 0.44 と
ある程度の相関があるが，温度変化に対し
てほぼ一定となっている． 
 一般に固有振動数や減衰定数には振幅依
存性があることが指摘されている 2)．本実
験のような小規模な供試体でも，振動振幅
によって支点部の挙動が変化する可能性が
あるため，打撃加振時の最大振幅を指標と
して振幅依存性について検討する．図-10 に
最大振幅と固有振動数，図-11 に最大振幅と
減衰定数の関係をそれぞれ示す．最大振幅
は 500gal から 1000gal に分布している．卓
越振動数が約 42Hz と高く加速度はかなり
大きいが，変位は目視では確認できないほ
ど小さい．両図から最大振幅と固有振動数
の相関はほとんどなく，減衰定数に対して
も相関係数は小さく概ね一定となっている．
このため本実験の範囲では固有振動特性の
振幅依存性は小さいと考えられる． 
 以上より，固有振動数は部材の内部温度
と強い相関がある一方，最大振幅との相関
は小さい．減衰定数は内部温度，最大振幅
ともあまり影響を与えず概ね一定であった． 
 
4. まとめ 
 本研究では，部材温度と振動振幅が構造
部材の固有振動特性に与える影響について，
PC 梁の振動特性実験によって検討した．部
材温度と固有振動数の間には明確な相関性
があったが，減衰定数はほぼ一定であった．
振幅依存性については今回の実験の範囲で
は，固有振動数と減衰定数ともに影響が見
受けられなかった． 
 今後は冬期の低温時の測定を継続して行
い，低温環境が構造部材の固有振動特性に
与える影響を検討する． 
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図-5 パワースペクトル 図-4 供試体の時刻歴波形 
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図-7 供試体表面温度と内部温度 図-6 １次モード形状 

図-9 内部温度と減衰定数 図-8 内部温度と固有振動数 

図-11 最大振幅と減衰定数 図-10 最大振幅と固有振動数 
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